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(百万円未満切捨て)

１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 2,825 8.6 △101 － △113 － △78 －

2026年３月期第１四半期 2,601 12.2 △17 － △27 － △23 －
(注)包括利益 2027年３月期第１四半期 42百万円( 131.7％) 2026年３月期第１四半期 18百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 △10.68 －

2026年３月期第１四半期 △3.26 －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり四半期純損失の
ため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 7,130 1,067 14.5

2026年３月期 6,523 1,021 15.1
(参考) 自己資本 2027年３月期第１四半期 1,033百万円 2026年３月期 986百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2027年３月期 －

2027年３月期(予想) 0.00 － 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,549 8.8 414 65.5 367 85.4 229 190.3 31.18
(注)１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

２．当社は年次での業績管理を行っておりますので、第２四半期（中間期）の連結業績予想の記載を省略しており
ます。

user
財務会計基準機構



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） － 、除外 －社（社名） －

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2027年３月期１Ｑ 7,351,800株 2026年３月期 7,345,400株

② 期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ －株 2026年３月期 －株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 7,348,495株 2026年３月期１Ｑ 7,152,998株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績の見通しに関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する
一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束するものではなく、実際の業績等は様々な要因により大き
く異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境に改善が見られるなど緩やかな回復基調を維

持している一方、依然として地政学リスクに伴う原材料費・エネルギーコストの高騰、円安進行などの影響が長期

化しており、未だ景気の先行きは極めて不透明な状況が続いております。

外食業界におきましては、アフターコロナでの人流の増加に加え、インバウンド需要も回復基調である一方、原

材料費・光熱費等の高騰や人材不足及び採用コストの増加など、依然として厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社グループは、『あらゆる人の幸せに関わる日本一のおもてなし集団』というグループ

ミッションのもと、より多くのお客様におもてなしによって感動を提供するために、引き続き優秀な人材の確保及

びサービス力向上、各ブランドのブランド力向上に注力してまいりました。

飲食事業においては、新規出店、既存店のサービス力向上及び店舗オペレーションの改善、各業態における外部

販促強化による新規客数の増加、自社アプリなどの会員獲得によるリピーター客数の増加に継続して注力してまい

りました。

新規出店に関しては、ドミナントエリアへ３店舗（寿司トおでんにのや 西船橋店・大衆ジンギスカン酒場ラムち

ゃん 人形町店・横浜店）を新規出店したほか、「韓国屋台ハンサム 藤沢店」を「寿司トおでんにのや 藤沢店」に

業態変更いたしました。これらの結果、飲食事業の直営店店舗数は90店舗となりました。

既存店（屋台屋博多劇場業態・こだわりもん一家業態・大衆ジンギスカン酒場ラムちゃん業態・にのや業態・韓

国屋台ハンサム業態）客数は前年同期比1.6％減で推移した一方、既存店客単価は前年同期比3.3％増で推移し、既

存店売上高は前年同期比1.7％増となりました。

ブライダル事業においては、近年、少子化やいわゆる「ナシ婚」の増加による婚礼件数の減少に加え、結婚式の

ニーズの多様化により少人数婚のニーズが高まり、婚礼１組当たりの組人数も減少傾向にある中、婚礼の主力広告

媒体との連携強化、SNSを活用したブランディング強化による来館数・成約率の向上、サービス力向上及びコスト削

減、宴席の新規案件の取り込み及びリピート客数の増加、レストランのサービス力、商品力の向上及び新規客数の

増加にも継続して注力してまいりました。

今期より、従来アウトソーシングしていた婚礼サービス業務を自社で内製化することで、大幅なコスト削減、自

社スタッフによる“おもてなし”の強化を図っております。

婚礼の施行数については、前期下半期の新規来館の取込みに苦戦したことが影響し、前年同期比で減少いたしま

した。一方で、組人数については好調に推移し、前年同期比で増加し、それにより組単価は増加いたしました。そ

のほか、宴席及びレストランについては好調に推移いたしました。

レジャー事業においては、バーベキュー・ビアガーデン業態の既存店３店舗の運営に加え、２店舗（THE BBQ

POINT FUJI PARK、韓国屋台ハンサムMUFGスタジアム内期間限定出店）を新規出店したほか、茨城県のレジャー施設

「THE BOTANICAL RESORT『林音』（ザ ボタニカルリゾート リンネ）」の新規集客、認知拡大、サービス力向上に

注力してまいりました。

グループ全体で、飲食事業の新規出店店舗数増加、レジャー事業部において昨年11月より「THE BOTANICAL

RESORT『林音』（ザ ボタニカルリゾート リンネ）」の運営を開始したことなどにより売上高は前年同期比で増加

した一方、飲食事業店舗の新規出店に係る経費、店舗・施設運営に係る経費の増加などにより販管費は前年同期比

で増加いたしました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は2,825,560千円（前年同期比8.6%増）、営業損失は

101,598千円（前年同期は営業損失17,314千円）、経常損失は113,783千円（前年同期は経常損失27,902千円）、親

会社株主に帰属する四半期純損失は78,457千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失23,341千円）とな

りました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 飲食事業

売上高は2,194,129千円（前年同期比5.4％増）、セグメント損失（営業損失）は16,366千円（前年同期のセグ

メント利益（営業利益）は30,425千円）となりました。

② ブライダル事業

売上高は393,584千円（前年同期比11.2％減）、セグメント損失（営業損失）は64,578千円（前年同期のセグメ

ント損失（営業損失）は63,317千円）となりました。

③ レジャー事業

売上高は237,246千円（前年同期比216.3%増）、セグメント損失（営業損失）は32,270千円（前年同期のセグメ

ント利益（営業利益）は5,120千円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

(総資産)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、売掛金が94,849千円減少したものの、現金及び預金が380,222

千円、新規出店等に伴い有形固定資産が95,903千円、投資その他の資産のその他が186,446千円増加したことなど

により、7,130,908千円（前連結会計年度末比607,241千円の増加）となりました。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債は、未払金が33,668千円、流動負債のその他が37,828千円減少した

ものの、１年内返済予定の長期借入金が176,161千円、長期借入金が462,198千円増加したことなどにより、

6,062,981千円（前連結会計年度末比560,706千円の増加）となりました。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上に伴い利益剰余金

が78,457千円減少したものの、その他有価証券評価差額金が119,431千円増加したことなどにより、1,067,927千

円（前連結会計年度末比46,535千円の増加）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当第１四半期連結累計期間における業績が概ね当初計画通りに進捗していることから、2027年３月期の業績予想に

ついては、2026年５月14日公表の「2026年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」に記載の予想を変更しておりま

せん。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,860,885 2,241,107

売掛金 508,789 413,940

その他 295,874 326,723

貸倒引当金 △1,059 △790

流動資産合計 2,664,489 2,980,981

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,823,620 2,959,311

減価償却累計額 △1,123,587 △1,148,455

建物及び構築物（純額） 1,700,032 1,810,856

その他 1,265,783 1,280,145

減価償却累計額 △837,394 △866,676

その他（純額） 428,389 413,469

有形固定資産合計 2,128,422 2,224,325

無形固定資産

のれん 1,400 1,050

その他 21,058 24,176

無形固定資産合計 22,459 25,227

投資その他の資産

敷金及び保証金 889,517 896,140

繰延税金資産 325,782 324,791

その他 492,996 679,442

投資その他の資産合計 1,708,296 1,900,375

固定資産合計 3,859,177 4,149,927

資産合計 6,523,667 7,130,908
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 304,749 286,338

1年内返済予定の長期借入金 983,808 1,159,969

未払金 603,314 569,645

未払法人税等 16,100 5,635

資産除去債務 5,839 3,465

その他 343,719 305,890

流動負債合計 2,257,530 2,330,944

固定負債

長期借入金 2,731,126 3,193,324

資産除去債務 316,035 320,962

その他 197,583 217,750

固定負債合計 3,244,744 3,732,036

負債合計 5,502,274 6,062,981

純資産の部

株主資本

資本金 50,741 53,340

資本剰余金 1,217,915 1,220,513

利益剰余金 △331,742 △410,200

株主資本合計 936,914 863,653

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 50,035 169,466

その他の包括利益累計額合計 50,035 169,466

新株予約権 22,555 20,929

非支配株主持分 11,887 13,877

純資産合計 1,021,392 1,067,927

負債純資産合計 6,523,667 7,130,908
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上高 2,601,184 2,825,560

売上原価 842,331 906,362

売上総利益 1,758,853 1,919,197

販売費及び一般管理費 1,776,168 2,020,796

営業損失（△） △17,314 △101,598

営業外収益

受取手数料 315 1,125

固定資産売却益 - 1,000

その他 905 1,113

営業外収益合計 1,220 3,238

営業外費用

支払利息 10,426 13,695

その他 1,381 1,728

営業外費用合計 11,807 15,423

経常損失（△） △27,902 △113,783

税金等調整前四半期純損失（△） △27,902 △113,783

法人税、住民税及び事業税 5,268 5,635

法人税等調整額 △11,299 △42,951

法人税等合計 △6,031 △37,315

四半期純損失（△） △21,870 △76,467

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,470 1,990

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △23,341 △78,457
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

四半期純損失（△） △21,870 △76,467

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 40,415 119,431

その他の包括利益合計 40,415 119,431

四半期包括利益 18,544 42,963

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 17,074 40,973

非支配株主に係る四半期包括利益 1,470 1,990
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

飲食事業
ブライダル

事業
レジャー事業 計

売上高

顧客との契約から
生じる収益

2,082,224 443,356 75,004 2,600,584 600 2,601,184

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上
高

2,082,224 443,356 75,004 2,600,584 － 2,601,184

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － － －

計 2,082,224 443,356 75,004 2,600,584 600 2,601,184

セグメント利益又は
損失（△）（注）２

30,425 △63,317 5,120 △27,771 10,456 △17,314

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額には、全社収益及び全社費用が含まれております。全社収益はグループ会

社からの経営指導料等であり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に係る費用であり

ます。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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当第１四半期連結累計期間(自 2026年４月１日 至 2026年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

飲食事業
ブライダル

事業
レジャー事業 計

売上高

顧客との契約から
生じる収益

2,194,129 393,584 237,246 2,824,960 600 2,825,560

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上
高

2,194,129 393,584 237,246 2,824,960 － 2,825,560

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － － －

計 2,194,129 393,584 237,246 2,824,960 600 2,825,560

セ グ メ ン ト 損 失
（△）（注）２

△16,366 △64,578 △32,270 △113,215 11,616 △101,598

(注) １．セグメント損失の調整額には、全社収益及び全社費用が含まれております。全社収益はグループ会社からの

経営指導料等であり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない持株会社運営に係る費用であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりであり

ます。

前第１四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

減価償却費 68,251千円 80,217千円

のれんの償却額 350千円 350千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年８月13日

株式会社一家ホールディングス

取締役会 御中

普賢監査法人

東京都千代田区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 佐 藤 功 一

指定社員
業務執行社員

公認会計士 亀 ケ 谷 顕

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社一家ホールディングスの2026年４月１日か

ら2027年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１

四半期連結累計期間（2026年4月1日から2026年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

その他の事項

会社の2026年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2025年８月13日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して2026年６月24日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
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開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関

する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対

して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等

の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


